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6９ 

ホワイトカラーと資格取得

一企業・従業員調査から_

田中勉

１．はじめに

岐近の新聞広告に｜会社は一生あなたの面倒をみてくれますか？＿といった

趣味のキャッチコピーがあった，資格取得のための迦信教育を宣伝するもので

あった。現代は「資格の時代だとも言われている。新卒者の就職難が報道さ

れ，リストラが人員椎fLl1とlTil義語のように使われ，１１１|くりや転籍の増加．旱Ⅳ]退

職の促進．希望退職の募集などが不311の中での雁11]不安を生み出している，資

格取得こそがこうした時代を乗り切る最大の武器であるといった風潮である。

|資格ブーム」とも呼べるほどであり，悪質な資:格11W法へ注意を呼びかける

ＴＶコマーシャルまで篭場している二不況になると資烙取得希望が高まるとい

われてきたが，８０年代後､|《以降になると景女(変動とは111関係に資格取得の希

馴荷が急増している，という指摘がある(1)。そして，こうした動きの背最に

は，’総サラリーマン化ド|:会のいきづまり状況の,'１での，企業の個人に対す

る櫛11Mの仕方と，企業の１１｣での(lliI人の働き方に樅造変化がおきつつあることが

ある，という見解も示されている(２１．

１１に￣資格といってもその種類．内容．取得条(,|:、社会的認知度ないし

1imIilMIid業扮との関連皮などにおいて尖に多様である。例えば，資格の分顛の)!（

雛として，認定者と職務上の機能すわち「誰が資i格をI認定し，付与するのか

と資格は職業上，どのような機能を持っているのか，という二つの臘,,,を川い

るやり〃がある(3)，本稿では資烙のこまかなう)類には,Iち入らずに，＿資格一

をいわゆるホワイトカラーのビジネス資格とされているものに限り，現業職の

技能資格を除くといった緩やかな捉え方をしている。

企業と個人（従業員）のUL1わりについて，資格ｌＩＹ１Ｉ卜というひとつのI1Ili(iiから
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考察してみたい。資格取得は｜人材の流動化に促進的に働いているのか，資

格を取得することが企業での職務遂行ひいては職業生活の方向”仕事について

の考え方といかなる関係を持っているのか，がここでの関心の焦点である。そ

のため，本稿では，筆者も参り|]して1994年に実施された￣企業」および｢従業

員_'を対象とする調査で得られたデータを利用してこうした課題に迫ってみよ

う。この調査では２つのアンケートの他に，４社の事例研究と資格認定団体へ

の聞き取りをも行っている(1)。

｜企業調査_(5)の[|的は，旅業柵造や絲営行動の変化に対応した専門的職業

能力の向上および人材開発等に僕Ｉする企業の取り組みの現状を把握し，今後の

雇用システムの方向性を探ることであった。そのため，調査項目として大きく

二つに分けて，(1)経営および人fli戦略に関する項目と，(2)資格取得・自己啓発

への企業の対応に関する項｢１，を設けた。本稿では(2)のみを取り上げる。

また，’一従業員調査｣(6)は，従業員個人の能力の向上とキャリア開発の実態

を把握するために￣資格取得を!']心に質問項'三|を設け，あわせて職業生活に

関する意識を明らかにすることを目的とした。

以下では，ア従業員調査一から得られた￣資格取得」に関するデータを中心

に，関連する「企業調査」の結果と対比しながら，その対応ないしはズレを考

えてみようとする関心から、いくつかの凋査項目を取り上げて検討することに

する。

２資格取得とその奨励制度

はじめに資格取得に関わる項|-|を取りｋげる。ここで「資格」と述べている

のは，公的資格および行政機|典|や業界|J1体が認定する資格のことである。また

ここでは，ホワイトカラー職祁にUUわる「資格」に限定している。

(1)現在持っているおよび今後取得したい資格の種類

表１は，「従業員調衛で従業LWil人が「すでに取得」していたり，また「今

後取得を望んでいる「資格｜をその極類別に示したものである。

「現在あなたがお持ちの資;橘は(１１ですか（該当するものはいくつでも）とい

う問いを５３種の資扁格《７１を例'j《して行った，これに対してひとつ以上の資格を

あげた者は半数弱（,17％）であった。炎ｌによると，「無回答」すなわち，現
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表１現在持っている資格と取得したい資格
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iii!：「現在待っている資格」は咳､噺するものやてをjUhl択，数(１Aは％

￣今後取得したい資格」は２項１１までの逸択である，数仙は選択した人数

在持っている資格をあげなかった者が５２％と半数を超えており，その割合は

男子の方が若干多く５４％で，女子は４７％である。女子では過半数が何らかの

資格を持っていることになる。ただし，女子では「その他の資格」を持つ者が

１０％を超えており，この中にはこの調査で対象としているいわゆるビジネス資

;格とは異なるＦ教員免許」や福祉関係の資格が含まれていた。

性別に「現在持っている資格」の煎類をみると，男子ではＦ牛産管理・物

流」（危険物取扱者・公害防''二管理者など）と「総務・`情報処理等各種技能」

(簿記検定など）および|マーケティング・販売サービス」（販売士．旅行業務

取扱主任者など）が１０％を超えている。この他に女子と比べて多く挙げられ

ていた資格は，￣情報処理技術」（情報処111技術者など）と「不動産」（宅地建

物取引主任者など）である。他方，女子では，「総務・情報処理等各種技能」

(簿記検定のほかに秘書検定が多い）を持つ者が31％，「語学関連」（英語検定

がほとんど）が２６％と多く，どちらも男子の３倍に達している。ただしこの

ほかには１０％を超えるものはなく，｜その他一が１１％あるがこれは先に述べた

|教員免許」などであり，ビジネス資格というカテゴリーには入らないものが

多かった。

次に，￣近い将来取得したい資:格一を２つまであげてもらった。この質問に

対しては，２つ回答した者および１つだけ回答した者がいたため，表１では回

答の実数を示すことにした。また，ソ)ｒ４９人・女子２１人の計７０人が１つも

経営
．法

務 金融・証券経理・財務． 愉報処理技術厨度撹棡割司珊科学技術．人事・労務 国際業務・貿易 不動産述築・上木販売サービスマーケティング。 語学関連 理等各種技能総務・情報処 生産管理・物流 その他
現い
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資格を挙げていない。これは，この調査の対象者が各種の研修コース参加者を

含んでおり，必ずしも資格取得のための学習を行っている者に限定していない

ためであろうと思われる。

性別にみると，男子では｜経営・法務」（ほとんどが中小企業診断士と行政

書士）で117人，「人事・労務’（ほとんどが社会保険労務士）で７６人，とい

う事務系ホワイトカラーの国家盗格として人気の高い資格を希望している様子

がみて取れる。この２資格はとりわけ'１１高年ホワイトカラーの資格取得におい

ては，定年後の再就職や独立|)M業を視野にいれたものとして希望者が多いもの

と思われる。年齢別では５０歳以ljidilで特に取得希望者が多くなっている。こ

のほかでは，女子と比較して多いのが「情報処理技術」と「不動産」および

｢経理・財務・金融・証券」（ほとんどが税理士）である。

これに対して女子（調査対象iLf自体が男子に比べて少ないことに留意）で

は，男子に比べて「総務・情報処理等各種技能」（簿記検定・秘書検定のほか

にワープロ検定が多くなっている）と￣マーケティング・販売サービス」（旅

行業務取扱主任者と消費生活アドバイザーがほとんど）の希望が多く挙げられ

ており，とりわけ若年層にその傾Ir1が強い。さらには，「人事・労務」と「語

学関連」がいずれも２０人弱の希望者となっている。

以上の「資格」の所持と取得希望の状況は，この調査対象者の選定による影

響を受けた結果であるのでどこまで一般化できるか問題であるが，性別・年齢

別の傾向は，従来指摘されてきたことと大きなズレはないといえるだろう。

(2)資格取得の動機

卜述のように，すでに取得しているまたは将来取得したい資格の種類は，

|ｿｔ・年齢階層別の一定のニーズを反映したものとなっていることがうかがえ

る。そこでこうしたニーズをそのHill機づけに関連して検討し，後述の「職業生

活の方向'性」と「企業生活をめぐる考えでさらに資格のもつ意味を考察して

みよう。

「現在資格を持っている｜および（資格取得を希望している」と回答した

422人（男子３０９人，女子１１０人，不Iﾘ１３人）に対して，「その資格を選ん

だ理由一を尋ね，表２で，性別の集iil･結果を示している。「なぜ賢;格を取る

か＿に関して予想される答を１３項'６１示し該当するものをすべて挙げても

らった。
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表２ｆＴ格取得のIIMIll
％（実数）

, 

j部｜曲

全体計でみると，６５％とほぼ３人に２人までが「現在および将来の仕事に役

に立つから＿を資格取得の理[|]としている。次いで，「教養を高めたいから」

が34％，「将来独立して仕事をしたいと思うので」と「転職や就職に有利だか

らがともに約20％ほどとなっている。－．〃，￣勤務先会社で指定されている

から三（男子でも９％女子では１％未満）￣会社で昇進・昇格に必要だから＿（男

子で６％女子では皆無）￣新規事業など経常の変化に対応するため（男子で８

％女子では２％弱）そして，￣社内での職穂転換に備えるため＿（男女とも５％

ほど）といったいわば勤務先企業の処遇や業務の変化に対応して資格取得を考

える傾向は弱いと言ってよいだろう。特に女子ではそう言える。

性別の特徴をみると，男子では「現在および将来の仕事に役に立つから」

(67％）に次ぐのは「教養を高めたいから」で28％，「将来独立して仕事をし

たいと思うので｣は２２％，「転職や就職に有利だから」１６％であるが，いずれ

も若年層ほどこれらの理｢１１を挙げている。また，「定年後の職業に備えるた

め」が17％あり，５０歳以上では４０％がflMIllとしている｡

女子では，男子と同様に「現在および将来の仕事に役に立つから＿が最も多

く５８％にのぼるが，男子に比べると１０ポイントほど低い回答となっている。

女子で特徴的なのは，５０％が￣教養を高めたいから＿を挙げていることであ

る，しかも２４歳以下では６７％がこれを挙げている。そして，￣転職や就職に

有利だから＿が３０％ある，これは実にﾘ)子の２倍にもなる割合である，特に

24歳以下では４割弱が理由としている。後でみるように転職志向が女子で高

いことと合わせて考えると，女子にとっての資格取得が男子と異なる側面を

いから

合格する可能性が高
から

社会的に評価が高い れているから勤務先会社で指定さ事に役立つから現在および将来の仕 必要だから会社で昇進・昇格に 変化に対応する新規珈業など経営の
から

紘職や就職に有利だ したいと思う将来独立して仕事を備えるため社内での職種転換に 教養を高めたいから
るため

定年後の職業に備え副収入を得たいから
計（422） 5.2 1４．９ 64.9 7.3 ４．３ 2０１ 6.6 5.2 2Ｌ３ 6.2 '3513皿 2.6 2.6 

男（309）

女（110） Ｐ、戸。ＰＣ４屯 ５６ ●■ Ｐ、の。１１ ６２ ７８ ６５ ｉｉｊｉｉｉ 
16.5 

30.0 

８．４ 

１．８ －０←、●● ５４ ７４ □□ ２６ ２１ 
5.8 

7.3 

１７．５''28.5 

271500 ９５ 白■１４ 
0.6 

8.2 
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持っていることが明かであろう。「将来独立して仕事をしたいと思うので」は

16％と男子よりも６ポイントほど低いが，やや年齢の高い層で理由とされてい

ることが男子と違う点である(8)ｃ

こうしてみてくると，先述の「取得したい資格の種類」の性別による違い

と関連があるように思われる。そこで，取得したい資格の種類別に取得の理

IIJを探ろうとしたが，サンプル数が少なくなりはっきりとした傾向を指摘する

ことはできなかった。あえていくつかの特徴を示すならば，「経営・法務」「経

理・財務・金融・証券一と「人事・労務」関係の資格では，￣将来独立して仕

事をしたいと思うので」という理由がやや多く，技術士に代表されるｒ科学技

術」関連の資格を取得しようとする者が￣社会的に評価が高いから」を挙げて

いるのが注目される。また，「情報処理」関連の資格では「会社で昇進・昇格

に必要だから」がやや多く挙げられているし，「語学関連」や「総務・`情報処

理等各種技能」では「教養を高めたいから」がその理由とされている，そして

｢建築・土木_'「生産管理・物流一では￣勤務先会社で指定されているから」が

それぞれより多く挙げられている。確定的なことは言えないにしろ，資格の

種類によって異なる取得動機があるであろうことはうかがえる結果となって

いる。

(3)資格取得への奨励・優遇制度

「企業調査」によると，資格を取得しようとする従業員に対して何らかの奨

励・優遇制度を設けているかの問いに対して，「ある」と答えた企業は約64％

で，「ない｜の３５％を大きく上回っている。業種別にみると，「建設業」では

約９割が「ある」と股も多く，次いで「対事業所サービス」の76％，他の業

種では５０～60％である。これに対し「卸・小売業」では￣ある」は半数に満

たない。規模が大きくなるとある」が増える傾向がある，規模が大きいほど

制度化する必要が高くなるためと思われる。

これを「従業員調査」での同様の項目での回答と対照する。￣あなたの勤務

先では資格取得を奨励したり，優遇する制度や慣行がありますか」に対して，

約６割が「ある」と答えている。表３は，勤務先企業の規模別に回答をみたも

のである。規模が大きいほど「ある｣が多くなっているのは「企業調査」と同

様の傾向である。

「ある」と答えた者（280人）に対しては，さらにその援助の内容につい

Hosei University Repository
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て，「会社による費用負担の割合」と

｢取得時の報奨金の有無」そして「取

得のための社内研修の有無」を質問し

ている。まず，「費用負担一について

は，会社が「－部負担」しているが鮫

も多く約半数，次いで「全額負担」が

32％，「していない」は１５％のみであ

る。表４では，これを勤務先の規模別

にみることができる。規模が大きいほ

表３奨励・優遇の制度や慣行の有無
％（実数）

舐ｲＤ擢

５４），６（ 

〕O～２９円

)O～999人（１Ｃ

【〕00～299s

【〕0〔

表４費用負担

％（実数）

ど「－部負担」が多く，小規模ほど「全額負担」が多くなっている。「取得時

の報奨金の有無」については，約半数ずつ「ある」「ない」に分かれている

が，小規模では￣ない」が多くなっている。また，「取得のための社内研修の

有無」では「ある」が32％で「ない｜が65％である，ここでも小規模ほどrな

いの割合が高くなっている。

一方，「企業調査一では，資格取得への「奨励・優遇制度一が「ある」と答

えた企業（257社）に対して，「受識料などの賀1Ⅱを会社が負担しているか’

｢費用援助の条件」そして「取得のための社内研修があるかも尋ねている。

まず，「費用の援助を行っているか＿に対しては，業種や規模に関係なく約

9割の企業で「はい」と答えている。表５で，￣援助している」企業が答えた

｢援助の条件一を示した。規模が大きいほど援助の条件が厳しい，すなわち

-1000人以上」規模では約６割が「資格を取得できた場合に限り」としてお

り，「決まりはない」は少ない。ただし取得を前提にしない」も３５％ある。

99人以下（６９）

100～299人（９７）

300～999人（105）

1000～2999人（６１）

3000人以｣二（120） ６７１１５ の●■■●３６８２７ ５５５７６ ７１２３５ の●●●●【’一、６１７３３３２２ 
二1画云う｡三雲ﾙｰ;］

全額負担 一部負担 していない

計（280） ３２．１ 50.7 

規模
９９人以下（３７）‘105 3５．１ 

100～299人（５５）４１．８’４５．５

300～999人（６１）

1000～2999人（４４）

3000人以上（８１）

36.1４７．５ 

25.0 

22.2 

54.5 

61.7 
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援助の対象となる「資格種類」に

よって条件が違うかも確かめたが，

明確な傾向はみられなかった。た

だ，￣経営・法務一「経理・財務」

~人事・労務」などの資格で「取得

できた場合に限り」に回答が集中し

ており厳しい条件となっている，い

わゆるホワイトカラー職種に関連す

る資格だけにその意味をさらに検討

する必要がある。

「企業調査」では，資格取得の援

表５費用援助の条件
％（炎数）

馨11カ条件１１１

、に

【)O～4円

]O～995 

000～2995 

DＣ 

肋・奨励制度で対象としている資i格を３つまで選んでその名称を記入しても

らった。平均記人数は２．５個であった。当然の結果ではあるが，業種別の回答

分布をみると，それぞれの業祁に関述した資格があげられている。各業種の特

徴をみておくと，「建設業」では｜建築・土木｣，「製造業」では「科学技術・

技術管理」と￣情報処理」および｜生藤管理」に関する資格が多い。「サービ

ス業一では，「マーケティング；が多くみられる。対象資格が業務にどの程度

関連しているかを問題にしなければならないだろう。

さらに，資格取得のための｜|:貝教育に関する質問に対しては，「個人に任せ

ている」が約半数にのぼる。規模が大きい企業ほど￣社内で講座などを開く」

が多くなるが，これは対象人数が多いことや教育担当者が育成でき開催費用の

負担力があるなど，総じて社内教育の体(lillが整っている大企業でなければこう

した方法を採ることが難しいことによるのであろう。小規模企業では「社外機

関の利用」が7～8習'１になる．〃，｜ﾈ|:内で講座などを開く＿は２割ほどにとど

まっている。また，大規模ほど「化|人に任せる」が多く，５０％を超えて最も多

い答えになっている。

先述したように，従業員の資格取得を援助・奨励する企業は多く，費用の一

部を負担をするが基本的には従業員の怠志に任せているようだ。もちろん職務

遂行に不可欠な資格については，その取得を義務づけることもあるだろうが，

基本的には自己啓発の一環という捉え方がなされているようである。

資格取得に限定せず広くｒｌ己啓発」ということで，企業がどのような「援

助－，をしているかを，従業員がどのようなことを￣希望一しているかと対応さ

場合に限り取得できた にしないで取得を伽堤 はない特に決まり
計（233） 5４．１ 35.6 ８．２ 

299人以下（`17）

300～499人（３６）

500～999人（５３）

1000～2999人（５３）

3000人以上（４４）

44.7 

47.2 

52.8 

6'1.2 

59.1 

38.3 

`ルル１

３`1.0 

28.3 

36.4 ９６２７０ ●●■□● ４５３５０ 
１ 

１ 
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せて回答結果をみると，「企業調査｜では援助内容として「費用」および「報

奨金」が多く挙げられているのに対しｉ従業員調査一によると￣費用負担一

を要望する答えと並んで，「ﾈ|:外での教育・訓練に対する有給休暇制度」や

F通学についての時間的配慮」を求める)打が多い。

企業は，￣自己啓発のための有給休暇｜や「フレックスタイム制の導入」「残

業時間の短縮」といった，時間的なI1Ilfiiでの対応策はほとんど取っていないと

いう実態が明らかになっている。idflllもさることながら時間的配慮が今後の従

業員の能力開発に関わる施策のIIi嬰なポイントとなるだろう。ちなみに，資格

取得を目的とするものも含んで￣に|己啓発」にどの程度のⅡ守間と費用がかけら

れているかを￣従業員調査」でみると，週あたりの平均学習時間は５．１時間

(２時間未満が半数)，最近一年間にかかった賀用の平均は１０．４万円にのぼる

(５万円未満が54％である)。

3．資格取得者に対する処遇

￣資格I取得者に対して，企業は何らかの形でそれを反映した処遇をしてい

るか，が次の問題となる。￣従業員調森では￣処遇への反映一が「ある＿と

いう答は３１％で，「ないの６３％に比べてかなり少なくなっている。以下では

まず，「企業調査」の結果から検討しよう。

｜企業調査」では，資格取得者に対する処遇の実態を了処遇項目」別に答え

てもらった（集計対象企業は￣取得への奨励・優遇制度や`慣行」が「ある」と

答えた257社である)｡

ほとんどの項目で，「関連した処遇はし表６資格取得者に対する処遇
％ 

ていない＿と否定する回答が多かった。

|取得後すぐに反映する｜は「〕｣1該資格の

Ｔ当一についてだけ３０％をこえている，

だがこの項目でも「処遇はしていない｜と

いう１１１１答の方が多い。この他の処遇頓||で

は￣すぐに反映」はいずれも５％未満で

ある二

表６によると，「将来的に反映させる

は￣配置・人事異動」と「昇格・昇ilLに

回Ｉ引く．HLH

「
ｊ

Ｆ
ｒ
－
－
■
し

苫’0.8２１．８１６

５’７Ｕ８ 

に反映取得後すぐ 反映させる将来的に 遇してない関連した処

JＤｌＩｌＷｉｌ 
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7８ 

ついて40～60％みられるだけである。「諸手当」と「昇給」および「賞与」と

いう賃金項目では「反映しない」が65～70％と圧倒的に多い回答で，この種

の処遇はきわめて強く否定されている。

以上のことから，企業は「資格手当」で処遇しているだけで，賃金体系にお

いては資格の有無はほとんど考慮されていないことがわかる。資格が職務・職

能要件としてどう位置づけられているかをさらに探る必要があるだろう。取得

した資格の種類によって処遇の仕方に差異があるだろうと思われるが，この

調査では明かにすることはできなかった。企業によっては，￣職能資格制度」

における昇格要件の中に職務遂行に必要なもしくは関連する「資格」の取得を

明記しているところもあり，今後ブルーカラーのみならずホワイトカラーにも

このことが普及してゆく可能性があるのか，を追究する必要があるだろう。

資格取得者に対する処遇は，取得への動機づけという面からとらえることが

できる，「従業員調査」でも同様の質問を行っているので，以｣黒の企業におけ

る現状との対比で検討してみよう。

資格を取得しようとする従業員の側では，処遇について企業への期待がいか

なる項目において示されているか，を問題とする。

表７で，「従業員調査」の結果をみよう。資格を持つことが処遇に反映され

ているかを尋ねた（集計対象は，￣現在資格を持っている」および「今後取得

したい｜と答えた４２２人である)。先に述べたように「はい」は３１％，「いい

え」が６３％，と否定する回答が多かった。これを，勤務先企業の規模別にみ

ると，９９人以下と3000人以上で「はい」がやや少ないが，有意味な差とは言

えない。

表７処遇への反映（複数回答）
％（実数）

当該資格

の手当

昇進．

昇格
昇給 賞与

配置や人

事異動 議手当|…

現在反映
計（132）

男（103）

女（２７）

5０．８ 

｜、１●Ｃ ｌ８ ５４ 

22.0 5.3 

26.7 

７．４ 

５．８ 

３．７ 

６．８ 

５．８ 

1１．１ 

36.4 

９０ ６７ ３３ 

5.3 

〈己毎ＩＰＯへ。

7.6 

7.8 

7.4 

将来反映
計（276〕

反映している（132）

反映を希望（】44）

42.8 26.4 

０８ ●■ ５７ ２２ ８３ ■● ５８ ２５ 

29.0 

１１ ■■ １７ ３２ 

1０．５ 

1３．６ 

7.6 

33.0 

９８ ８５ １４ 

４．７ 

８８ ●■ ６２ 
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また，「いいえ」と答えた者（264人）に対して￣処遇に反映すべきだと思

いますか＿と尋ねた，「はい」が５５％，｜いいえ＿が２４％。「わからない２０

％，半数以上が処遇への反映を希望している。これも勤務先の規模別にみると

若干ではあるが，処遇への反映がなされていないという答の多かった規模で，

反映を希望する割合が高くなっている。

さて，￣反映されているか＿にＩはい」と答えた者（132人）に対しては，

さらにその内容を尋ねている。表７でみるように，どのような面で反映されて

いるかを尋ねた。これは「企業調査一での|ITI答と対応した結果となっている，

すなわち半数が「当該資格の手当」をあげ妓も多い回答になっている，次いで

F配置や人事異動」で36％，￣昇進・昇格」が22％となっている。対して，'~昇

給」や「賞与一および「諸手当｜といった賃金面での処遇があるとする者は５

～6％にとどまっている。ここでは男女差がはっきり出ている項目がある，企

業での男女間の処遇の差を表した結果と言ってよいかもしれない。それは，男

子では￣昇進・昇格」が27％であるのに対し，女子ではわずかに７％のみであ

るということである。その他の項目では男女差はほとんど見られない，女子の

万で男子よりも多くの回答があったのは「賞与」である，ただし１１％である

から決して多いとは言えないし，女子のサンプル数は２７と少ないので断定的

なことは言えない。

次に，「反映されているか」にはい」と答えた者（132人）に対しては

｢これまで以上に処遇に反映してほしい項目」を２つまで選んでもらった。こ

の質問には，現在は反映されていないが…反映すべき」と答えた者（144人）

にも「今後処遇に反映して欲しい項'二|」として同様に２項目まで回答を求め

た。表７には両者を比較する形で，その結果を示している。両者の計でみる

と，先述の「反映されている項'1」とliilじく，「当該資格の手当」（43％）「配

置や人事異動」（33％）「昇進・昇格」（26％）が多く挙げられているが，特徴

的なのは約３割が「昇給」と答えていることである。

「反映されている」と｜反映を希望するｌで比較してみると，￣反映されてい

る｜では反映されている項目として繋げられた割合の少なかった「昇給」（３１

％）や「賞与」（13％）および諸丁〕l1il（7％）のいずれにおいても，￣反映を

希望する」者の回答よりも高かった。逆に，「反映を希望する」する者は，￣当

該資格の手当」（58％）「配置や人事鍵動」（46％）「昇進・昇格一（28％）を多

く希望している。ただし，「昇給」については両者にあまり差はなく（25％と
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27％)，ともに４人に１人が希望している。こうしてみると，「今後希望する」

という項目は現在反映されている項11と重なることがわかり，「これまで以上

に反映してほしい」項目は賃金llIiでの処遇に関するものであることもわかる。

ただし，資格取得は企業内での処遇の向上を求めてだけの行動ではない。先

にみた「資格取得の理由」でも，「転職や就職に有利」「将来独立したい」や

~定年後の職業への備え」などといった，現在の勤務先企業での仕事と関係の

ない回答が比較的多かった。むしろ，資格取得は社内での処遇への期待より

も，企業離れにつながるmlliFiiを持っていると思われる。後に取り上げるよう

に，『~企業調査」では「資格取得者への処遇をより厚くする」ことについて肯

定・否定あい半ばする反応がみられた。各処遇項目についても，「処遇をより

厚くする」ことに否定的な企業ほど，「関連した処遇はしていない_)と答える

傾向がみられる。また，「従業員調査≦でも「資格取得者にはより厚い処遇を

すべきだ＿に対して24％は「そう思わない」としているし，「資格を持つこと

で，会社に頼らない生活をしたい１こついては肯定する回答が７割弱もあっ

た。つまり，資格取得を企業内での処遇へ反映させることを企業に動機づける

方向だけが存在するわけではない。この点さらに検討を深める必要があるだろ

う。すなわち，資格の種類によっては当面の職務遂行に関連の低いものがあ

り，従業員側にとっては独立，転職やiii就職を視野にいれた取得行動であり，

企業にとっては資格取得が従業員の企業への依存度を低める結果になることか

ら必ずしも歓迎すべきこととは見なされないこともあり（もちろん人員削減を

必要とする企業にとってはまた逆に望ましいことかもしれないが)，従業員の

能力向上・能力開発というl1llmiからのみでこのことを捉えることはできないと

思われる。その意味で，資格取得は企業にとってアンヴィバレントな行動と言

えるだろう(9)。実際，資格取得のために各廠学校や民間の資格取得講座に通っ

ている者の中には，通学していることを会ﾈｰ|:に知られたくないと述べる者が

いる。

4．職業生活の方向性

表８は，￣あなたは職業生活についてどのような方向を目指していますか」

という質問に対する|回1答を，年齢・性別に示したものである。男子に比べて女

子は年齢構成が若年層に偏っているので，リ)女それぞれで比較可能なように，
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表８職業生活の方向性

％（実数）

[1０１２３－１！ 

0．０１０（ 

異なる年齢区分を用いている。

全体計では，過半数（52.6％）が現在の企業に勤務し続けるとしており，転

職や独立開業を目指すとする者は２１．４と少ない。これを'性別に特徴を見る

と，男子では「社内でより１位の管理職への昇進を|]指す，とする者が３人に

１人と最も多い，なかでも４０～49歳層では40％を超えている。次いで多いの

が「社内で専門職を目指す」が27％でこれは年齢による差異は小さい。「独立

開業を目指す」は13％だが，２９歳以下では24％と他の年齢層の２倍の割合で

選択している。

これに対して，女子では「特に考えていないが２８％あり最多の答えと

なっている，とりわけ２'1歳以下では４割弱がこう回答しており，男子でこの

選択肢を選んだ者が１６％ほどであったのとは対照的な結果となっている。さ

て，女子の回答で最も多かったのは「社内で専|]']職を目指す」で28％ほどあ

り，２０歳代後半と３５歳以上では３割に達し，「考えていない＿を上回ってい

る。次に多いのは「いくつかの企業を経験してＷｉｌｌ１職を|]指す＿で１５％ほ

目指す

管理職への昇進を社内でより上位の 独立開業を目指す
目指す

経験して専門職をいくつかの企業を
目指す

転職して管理職を
目指す

社内で専門職を
その他

計（464） 25.2 27.4 2.2 ６．５ 1２．７ ３．９ 1９，８ 

６６６７【１２４●●Ｓ●●ＤＣ ２》２８６１１９３》２２３４４２
Ｊ ７ ３ ３ く計

ｊｊｊｊｊｊ ２０００４１ ６７６６３５ くくくくｌく
29歳以下
30～34歳
35～39歳
40～44歳
45～４９歳
50歳以上 ６’８９３［ＪＰＯ←Ｏ ●｜■■■ｅｃＣ ７ｌ５２８６６３ ２２３９】２２２

2.1 

６４０７９９ ●●■ＣＯ● １１０１２５ 
3.3 

５３３００９ ■□■●●● ６４３００３ 
1３．６ 

２０７７７８ □■。●●●４０１１４９ ２１１１１ 
女 ９－８８１１ ■｜●Ｂ●■ ４－２４９５ １－－１ⅡⅡⅡⅡ！ＴⅡⅡⅡⅡⅡⅡ１０１１‐‐ｌ‐－－１－１１１１ 

ｊ ３ ２ １ く計

ｊｊｊｊ ６２２７ ３４２１ くくくく一下歳歳上一蝿認舗鼬－４５０５ ’２２３３ ６－２０７４ ●｜弓●●●７－２１２９ ２’２３２２ 
2.4 

（ｂ０ＰＤ（Ｕ ●●●● ５０４０ 

1４．６ 

９８１０ ●Ｏ●０ ３３９０ 
１２ 

1０．６ 

６５１４ ｓＰ●● ５９９９ ２ 

8.9 

へ□戸、八℃０Ｖ●●●● ８９３５ １ 

28.5 

ｑｗｊ４ｎ５｛Ｏ ●●●● ８１１３ ３２３２ 
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ど，特に２５～29歳では24％がこれを選択している。また，「独立開業を目指

す」が１０％ある，男子よりもやや少ないが，３５歳以上では約３割にものぼ

り，男子の若年層よりも高くなっているのが特徴的である。このことは，先述

の「資格取得の理由」項目で女子の方に転職志向が強くみられたことと合わせ

て考える必要があるだろう。女子では，男子と対照的に「管理職への昇進を目

指す」は５％未満であり，現在の企業の人事システムの中での女性のおかれた

立場を反映した結果になっていると言えるであろう。ちなみに，この調査対象

者で現在役職に就いている割合は男子が約50％であるのに対し，女子では６％

だけである。女子の場合の資格取得の持つ意味は，男子とかなり異なっている

ことをうかがわせる結果である。

5．企業生活をめぐる考え

「従業員調査一では，１０項目の意見を並べ，それらに対しての賛否を問うと

いう形で企業生活における意識を探ってみた。表９で示すように，各項に対し

て「そう思う」￣どちらかといえばそう思う」￣そう思わない」の３つの回答選

択肢を設けた。本稿では，仕事観・能力主義人事・資格取得にかかわる７項目

だけを取り上げる。

￣私生活で多少無理をしても高い収入を得たい」については，ｒそう恩わな

表９企業生活に関する意識
％ 

百
つそう思う そう思うといえばどちらか

ない
そう思わ

(1)私生活で多少無理をしても高い収入を得たい

(2)地位や収入よりも，自分の好きな仕事をしたい

(3)これまでの経験や能力が認められば，別の勤め先に変わっ
てもよい

(4)能力の違いによる賃金の格差はあまり大きくしない方が
よい

(5)能力主義人事は，組織の「和Ｊを阻害する

(6)資格を持つことで，会社に頼らない生活をしたい

(7)公的及び業界団体認定の資格取得者には，より厚い処遇を

すべきだ

｜、９２４８１４● 

●■■ ａ５Ｌ１０４１ １４５１１３３ ２７５９８２１ 
●■の
● 

●ｓ■ （５ｎ》⑤。ｎｂｌＤｌｏｎｏｎｏ４ニワ】ｎｏ、。、。４△ ２５７９１５２ ●■■ ２２３９２９４ 。４１２４５２２ 
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い」が４２％で「そう思う」（18％）と強く肯定する懲見よりも高くなってい

る。女子の方が否定する傾ltilが強く，〆職業生活の方向性」で，管理職志向と

独立志向を示した者ほど肯定的である。これに対し，￣地位や収入よりも，自

分の好きな仕事をしたい｝では，「そう思う」（46％）「どちらかといえばそう

思う」（41％）と肯定しており「そう思わない」は１２％のみで，特に女子で肯

定的である。そして専門職志向と独立志向でより強く肯定する傾向がある。こ

の２項目は逆相関するのではないかと予想していたが，そのような結果とはな

らなかった。

ｒこれまでの経験や能力が認められば，別の勤め先に変わってもよい」では

｢そう思う」が50％を超えて肢も強く肯定されている。ただし，￣そう思わな

い」も２４％ある。男子よりも女子で転職志向がやや強いのが認められるが，

大きな差ではない。これは，当然，転職志向・独立志向の者での肯定回答が

多い。

「能力の違いによる賃金の格差はあまり大きくしない方がよい」と「能力主

義人事は，組織の「和』を阻害する」の２項目は能力主義人事に対する意見を

求めるものとして設けた項|=|である。「能力の違いによる賃金の格差はあまり

大きくしない方がよい」については約半数が「そう思わない」と否定してい

る，すなわち，能力による賃金格差を許容する意見が多くみられた。ここでは

男子の方が能力主義を肯定的に捉えており，管理職志向の者ほど「そう思わな

いとする割合が高い。また，「能力主義人事は，組織の「和』を阻害する」

では，５２％と過半数が「そう思わない」と否定している，「そう思う」は１１％

のみである。性別による迷いはみられない。

さて「資格」にかかわる２項|=|であるが，￣資格を持つことで，会社に頼ら

ない生活をしたい」は７０％が「そう思う当「どちらかといえばそう思う＿と肯

定しており，女子の方がより肯定的で，男子では「そう思わない」が３２％あ

り女子よりも８ポイントほど高い。ここでも，転職および独立志向の者ほど

そう思う＿と答える傾向が強い。これは，先述の「資格取得の理由」や「処

遇への反映」に対しての回答結果と対応するものとなっており，資格取得の持

つ意味を考える上で示唆的である。

「公的及び業界EIl体認定の資格取得者には，より厚い処遇をすべきだ」には

｢そう思わない」が２４％ある，「そう思う」（31％）「どちらかといえばそう思

うＩ（35％）と肯定する回答もちろん圧倒的なのであるが，先述の「処遇への
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反映」での検討と合わせて考えると，必ずしも企業内での資格処遇を期待して

いる者ばかりではないことが明かであろう。取得したい資格の種類や取得理由

とのクロス集計を試みたが，各カテゴリーのサンプル数が少なくなるため意味

のある結果は得られなかった。

以上の「従業員調査」における「企業生活をめぐる考え」と関連して，「企

業調査」では「人事管理をめぐる考え_|についての質問をしている。１２の文

章を示し，これらのそれぞれに対して肯定から否定までの４つの選択肢（｢そ

う言える」「まあそう言える」「あまりそう言えない」「そう言えない｣）から選

んで答えてもらった。このうち，「従業員調査」で尋ねている項目と対応する

もののみ４項目を選んで検討してみよう。表10では，「能力主義」に関する３

項目と「資格処遇」に関する１項目を取り上げている。

まず「能力主義」についてであるが，「能力差によって賃金まで格差をつけ

ない方がよい」に対しては８４％が否定（すなわち，格差をつけることを是

認）している。これは企業の立場としては当然の答えであろうが，「従業員調

査」でも約半数が能力による賃金格差を許容する回答をしていたことを考える

と，企業内での「能力主義化」の浸透が進んでいることの現れとみてよいのだ

ろうか。

「能力主義人事の強化を通じて組織は活性化する」は83％の企業が肯定して

おり，先の項目と合わせてきわめて高い能力主義傾向を示す結果となってい

る。さらに，’~昇進・昇給は早期から業績主義を徹底させていく」についても

64％が肯定している，ただしここでは「あまりそう言えない」が32％あり，

肯定の回答も「まあそう言える」を選択した企業が５２％あることを考える

表10人事管理をめぐる考え
％ ｜塚鈍刎そう言－
１
 

7鬘１
１□ 

侭■

そ
う
言
え
る

Ｉ
‐
‐
し

そう言える
え》Ｃ

まあそう言 えない
あまりそう言 そう言えない

(1)能力差によって賃金まで格差をつけない方がよい

(2)能力主義人事の強化で組織は活`性化する

(3)昇進・昇給は早期から業績主義を徹底してゆく

(4)公的及び業界団体認定の資格取得者には，より厚い処
遇をすべきだ

２３４０ ４Ｌ２６ ２１ ７３６４ □●●■ ９２１１ ６５４ ２４８９ ●■●■ ３４１４ ４１３４ ２０，０ １１３６ 
４ 
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と，あまり早くからの能力主義的選別にはやや消極的姿勢があるようにも思わ

れる。その意味では，日本企業の人事施策の特徴とされる「長期の競争モデ

ル｣<'0)が今後も有効であろうと思わされる結果となっている。

次に，'~従業員調査」と同じ項目である「公的及び業界団体認定の資格取得

者にはより厚い処遇をすべきだ＿をみると，回答は肯定（47％）と否定（５０

％）に分かれている。そして￣そう言える＿と￣そう言えない」という明確な

肯定・否定はともに６％となっており，まあそう言える」と「あまりそう言

えない」という中間的回答に２分されているのが特徴的である。「従業員調

査」では回答の選択肢が異なっているものの，６割がこの項目を肯定している

のとはズレがみられる。それだけ「資格取得に対する処遇」が企業の中でまだ

確立した方向性を持てていないことの現れであり，従業員が資格を取得するこ

とは，企業にとって人材の育成・能力開発にプラスの働きをすると同時にそう

した有能な（資格取得試験に合格する能力を持つという意味で）人材が，転職

や独立開業によって企業から流出することにもつながりかねないマイナスの作

用も果たす，という認識があるのではないかと思われる。以上を，業種・規模

別にみると，業種による差はほとんどなく，￣能力主義項目」は規模が大きい

ほど肯定される傾向にある。大規模ほど能力主義人事に職種的であるが，資格

取得者に対する処遇については大規模ほど否定的である。

結果を表示してはいないが，このほかの項目をみると，「若年者の採１１]を確

保するのは困難になる｣，については63％が肯定しているが，「中途採用者の

基幹労働力化が一層進む」にはやや否定的である。￣従業員の平均年齢は少し

でも低くしたい」および「従業員が働けるまで系列・関連企業を含め企業グ

ループで雇用を維持・保障すべきだ＿の従来型の方針といってよい項目もそれ

ぞれ75％・５７％が肯定している。また，「早期退職優遇制度はより一層促進す

べき」は６０％が否定している。この結果からみる限りでは企業が従来の「終

身雁１１】的雇用慣行」を捨て去りドライな人事政策をとろうとする方向性はlﾘl確

ではない。

6．結

譲甲

以上資格取得をめぐるホワイトカラー従業員の行動と考え方を企業の対応と

関連させて考察してきた。資格の時代といわれる中で，資格取得がどのような
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目的ないし動機づけのもとでの行動なのか，資格取得への企業の援助システム

と処遇の実態を，従業員の職業生活意識と企業の人事管理方針との関連に注目

して，調査結果を検討してきた。明らかになったことは，資格取得行動が必ず

しも現在の勤務先企業内における職務遂行と結びつけられているわけではな

く，転職・再就職を含め企業離れの可能性を潜在させたものであること，資格

取得援助をめぐっては企業が金銭的援助に主眼をおいているのに対し，従業員

側では時間的配慮を求める傾向がありズレがみられること，資格取得者への処

遇については，企業があまり祇極的ではないのに対し従業員はより厚い処遇を

期待していること，さらには，資格取得による独立志向が若年者および女子従

業員にみられること，などである。今回の調査では，資;格種類をかなり広く取

り上げたために，個々の資格の特性による差異を明らかにできなかった。企業

内でのキャリアアップ・能力(【'１長につながるものと，独立自営型の資格を区別

することによって，より細かに，企業と従業員の関係における構造的変化の傾

向を解明する方向へ研究を進める必要がある。はたして，資格取得が従来の

｢日本型雇用慣行」に修正変更を促す要因となり得るのか，あるいは，従来の

枠組みの中で捉えらるべきものなのか，ｒ企業社会」の行方を見通す作業を課

題としたい。

《注》

（１）今野浩一郎・下田健人一資格の経済学」中央公論社1995年６頁

（２）￣同上」１０頁，また，企業と個人の間に成立していた言公正な（合理的な）

ギプ．アンド・テイクの関係」が様々な環境変化のなかで崩壊しつつある，と指
摘している（同，１４頁)。

（３）「同上」４４頁，認定機|典|の軸では「国家資格」|~公的資格」「民間資格｣，資格
機能の軸では￣業務独占型「能力認定型」に分け，これらの軸を組み合わせて
整理している。

（４）この調査全体については，次の報告書が刊行されている。

（財）雇用|)'1発センター「資格・キャリア形成と人材開発一ホワイトカラーを
中心として－」（1994年１０月）

（５）企業調査は，全国の100人以上の企業から2000社を抽出し郵送法により実施

した。有効回答は４０３社（有効回収率：20.2％)。回答企業の業種櫛成は，「建

設一・「製造業」を合計すると４６％，「サービス業」が５２％と，ほぼ半数ずつと
なっている。規模は２９９人以下が２４％，300～499人１７％，500～999人が２０

％，１０００～2999人が２３％，3000人以上が16％であった。

業種・規模の分布でみる限り，サンプルに大きな偏りはないと思われる

（６）従業員調査の対象は，首都圏の民間の教育訓練機関（６機関に依頼）で研修セ
ミナーや階屑別教育を受議している900人を対象にして、各機関を通じて留置法
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で行った。有効回答は４６`1人（有効回収率：５Ｌ6％)。企業調査での対象企業の
従業員というわけではない。

①ｿj子337人，女子123人，不U'４人②平均年齢，男子38.4歳，女ﾘｆ28.5歳
（７）資格の種類に関しては以下のように分類した，それぞれ代表的な資桁名のみを

例として挙げる。

経営・法務：中小企業診断-t、行政評'二
経理・財務：税理士

人事・労務：社会保険労務三上

科学技術・高度技術管理：技術士・技術士補
Ｗｉ報処理技術：情報処理技術者（システム監査・特種・オンライン１穂）
国際業務・貿易：通関士
マーケティング・販売・サービス：販売１１旅行業務取扱主任者
建築・土木：建築士１級

不動産：宅地建物取引主任者．不動産鑑定士
語学関連：英語検定（実用英検．商業英語．工業英語．TOEIC）
総務・情報処理等各種技能別秘書技能（１．２級）検定．櫛記検定．ワープロ

検定

ノLli産管理・物流：危険物取扱荷．公害防止管理者．電気主任技術者．
その他：インテリアコーディネーター．インテリアプランナー．消費生活コン

サルタント

（８）女性にとっての資格取得の意味に関して，ある女性向け求人情報誌の編集長は
次のように述べている。松永真理「なぜ(二|:事するの？」講談社1994年。
￣資格は何のためにとるのかといえば，まずは自分を価値づけてくれるから取る
のだと思う-Ｆ男の人の「肩書き』にあたるかもしれない……肩書き同様に社会
で信用を得られるもので，肩書きよりも持ち運びがきくというものだ」そして，
「資格は『自分を価値づけてくれるもの」であるが．それ以上に了自分を証明し
てくれるもの｣。とくに女性の場合はここが肝要なのではないか」（93～９４頁）
と述べ「自分の存在証明をする方法としての，資格」（96頁）を強調している。

（９）今野・下１１１「前掲;1$」第６策では．￣会社人間」ならぬ資格を持つ￣仕事人
間一と企業の関係について，興味深い考察を行っている。

(10）小池和男「日本の臓1Mシステム・東洋経済新報社1994年２８頁
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